
「アセットオーナーとしての役割と
機関投資家としての日本企業への期待」
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＠東京財団政策研究所



全ての人が関わるインベストメント・チェーン （金融機関・企業・国民の関係性）
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出典出典：



変わりつつあるフィデリューシャリー・デューティー （顧客本位の業務運営）
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出典：https://www.fsa.go.jp/news/r2/singi/20210115-1/02.pdf

出典：
https://www.unpri.org/downlo
ad?ac=9792



1.5度目標に向けて日本企業の迅速な取り組みが求められている
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 2021年6月のG7にあわせて公
表されたレポート

 目標の1.5度に向け、世界での
協力、取り組みの加速化が求
められている



5出典：https://www.hsbc.com/investors/shareholder-information/annual-general-
meeting

賛成率

今年の海外の株主総会事情－気候変動対応に関する会社提案議案



G7／G20からCOP26 NetZeroへ
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 2021年7月G7
 2021年10月 G20＠ローマ
 2021年11月 COP26＠グラスゴー

今年は、世界が協働して気候変動対応を
経済政策と絡めて金融政策も練っている



長期投資を行う機関投資家として第一生命が目指す姿

幅広い資産を保有する「ユニバーサル・オーナー」として、多様なステークホルダーを意識した資産運用を行う
必要があると認識

当社が担う生命保険事業は、現在と将来の懸け橋として次の世代を守る仕事であり、最大のステークホルダー
は次の世代であり、その将来をサステナブルなものにしていくことが使命

 「一生涯のパートナー」をミッションに掲げる当社の重要な取組の一つに責任投資（ESG投資・スチュワードシッ
プ活動）を掲げ取組を推進すること、で中長期的な投資リターンの獲得と持続可能な社会の実現を目指す

保険
契約者

投融資先第一生命

株主

地域
社会

将来
世代 保険金

運用収益の獲得と
社会課題解決の両立

持続可能な社会の実現
ユニバーサル
オーナー

保険料

保険金
約1,000万名

総資産
約36兆円

ESG投資

スチュワードシップ
活動

・国、地方政府

・企業

・不動産 等

３
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1902年、日本初の相互会社の生命保険会社として創業
2010年、株式会社化、東証１部上場、海外への事業展開を推進
各時代における社会課題に向き合い、長期資金供給を通じて経済成長へ貢献

第一生命の「機関投資家」としてのこれまでの取組みについて

国債・地方債

貸付金

株式 成長産業への長期資金供給で経済成長に貢
献

ESG投融資で持続可
能な社会の実現に貢献

重化学工業 第三次産業

＜第一生命の資産構成の推移＞

日本国債中心の運用で財政を下支え

４
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2011年10月に策定された、
持続可能な社会の形成に
向けた行動を促す、金融
機関の行動指針。

第一生命は、多様な課題にイニシアチブへの積極的参画により、協働で解決へ

開発途上国の医薬品アク
セス改善のため、世界の
製薬企業上位20社を評価。
機関投資家がインデックス
を投資判断に組込むこと
で医薬品アクセス改善を
促進させることを目的とす
る。

2006年に公表された責任
投資原則。持続可能な社
会の実現のため、ESGの
課題を投資プロセスに組
込むことを提唱。

2015年12月に、G20から
の要請に基づき、金融安定
理事会（FSB）が設置し
たタスクフォース。気候変動
に関する機会とリスクを把握
し、情報開示を促す提言を
公表。

温室効果ガス排出量の多
い企業に対し、排出量削
減に向けた取組やその情
報開示などについて建設
的対話を行う、機関投資
家のイニシアティブ。

コーポレート・ガバナンスと
投資家のスチュワードシッ
プの実効的な水準の向上
を通じ、世界全体の効率
的な市場と持続可能な経
済の発展を推進すること
を目的とするイニシアティ
ブ。

2017年に、機関投資家に
よる協働エンゲージメント
の支援を目的に設立され
たフォーラム。

アセットオーナーと運用機
関等の業界関係者との間
の実務的な課題に関する
意見交換、情報共有及び
対応策等の検討を業界横
断的に実施することを目
的として設立されたイニシ
アティブ。

2019年に設立。ジェンダー
ダイバーシティの促進を通
じて中長期的企業価値向
上を目指す機関投資家グ
ループ。

2011 年に米国で設立され
た独立・非営利のESG 情
報開示基準策定機関。

国内
生保初

国内
生保初

国内
生保初

国内
生保初

国内
生保初

国内
生保初

国内
生保初

国内
生保初

国内
生保初

2011年より参画

設立
に関与

設立
に関与

2015年11月より参画 2018年9月より参画 2018年9月より参画 2019年8月より参画

2019年9月より参画 2019年11月より参画 2020年3月より参画 2020年5月より参画 2020年7月より参画

気候変動関連

Japan 
Investor Group
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責任ある投資家としてNetZero AOA参加により気候変動へ積極対応
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• GFANZ(Glasgow Financial Alliance for Net Zero)は、アセットオーナー・アセットマネジャー・銀行(・保険)を主体としたアライアンスがメンバー

• GFANZの加盟メンバーは、国連の「Race to Zero」キャンペーンに沿った科学的根拠に基づく計画の策定も実施

各金融業態のネットゼロイニシアチブを統合する金融アライアンス「GFANZ」

Net-Zero
Banking
Alliance
（NZBA）

Net-Zero
Asset Owner 

Alliance
（AOA）

Net Zero
Asset Manger

Initiative
（NZAM）

• 気候変動問題を担当する国連カーニー特使と
米政権ケリー大統領特使は21年4月21日、 GFANZ発足を公表

• GFANZでは、ネットゼロへの既存の取り組みを統括し、
セクターごとの対策が整合性のある野心的なものになることを目指す

• 以下の4金融業態のアライアンス等が加盟

• 160を超える金融機関が参加(資産総額70兆ドル以上)

• GFANZの全メンバーは「Race to Zero」キャンペーンへ賛同

Glasgow Financial Alliance for Net Zero

国連 カーニー特使

2019年9月 2020年12月 2021年4月 2021年11月(予定)

37社 87社 43行 7社

Net-Zero 
Insurance
Alliance
（NZIA）

160超の金融機関

Coming soon

発足時期

参加数
(21年4月時点)

GFANZ進発会議にて(4/21)

米政権 ケリー大統領特使

「気候ファイナンスの主流化に向けた突破口となる」、
「ネットゼロ経済への移行を拡大・深化・加速させるため、
GFANZは金融システムの協力を確保する戦略的フォーラム
として機能する」と述べた。

「グローバル金融機関はエネルギー転換が大きな商機である
ことを認識している」、「最終的には金融機関のコミットメント
等によって新たな経済への移行が加速し、多くの雇用が創
出され、気候変動への対応力が強まる」と述べた。

• 主体組織：国連気候変動枠組条約事務局 ・ 発足日：20年6月5日(世界環境デー)

• 目的：2050年ネットゼロに向け、主に非国家アクター(企業・地方自治体・大学等)にコミット
メント・目標設定・行動等を呼びかけるキャンペーン。21年11月のCOP26に向け、脱炭素化
の流れを加速し、各国政府に対し気候変動対応の政策を引き上げさせることも狙いの一つ。
非国家アクターが結束し、国家を動かす。そのため、新たにイニシアチブを発足するのではなく、
既存のイニシアチブを集約するという立て付けとなっている。

• 21年4月時点で、世界708都市、2,162企業、571大学が賛同

(GFANZ Chair、元英中銀総裁)



2021年度 責任投資の取組方針－１ （詳細は弊社サイト参照）

2050年脱炭素に向けて5年ごとに運用ポートフォリオの中間目標を設定

カーボンニュートラル実現に向けた取組み

当社ポートフォリオのGHG排出量上位50社とのエンゲージメントを実施

投融資を通じて、低炭素社会への移行や環境イノベーションの創出を支援

 グリーンボンドや再生可能エネルギー発電事業への投融資に加え、トランジション・ファ
イナンスやインパクト投資等、低炭素社会への移行に向けた資金供給を積極化

 GHG排出量上位50社に対し、ESGアナリストによる企業の気候変動取組の分析・
提言、GHG排出削減に関する目標設定水準の引き上げ促進等を実施

 エンゲージメント結果について、投資判断プロセスへ適宜反映

 ネットゼロAOAのプロトコル（具体的な削減目標設定のためのガイドライン）に則り、
上場株式・公募社債・不動産について、2025年までの削減目標を設定

 不動産は、RE100※を2023年度末までに達成する方針
（投資用不動産は2021年度中に達成）

2025年までに、

上場株式・公募社債・不動産の
GHG排出量を25％削減

※2020年対比

2023年までに、ESGテーマ型

投資の累計投資金額を

倍増以上

※2019年度末約5,500億円

対比

▶ 2050年までに温室効果ガス排出量実質ゼロのポートフォリオ移行を目指す「ネットゼ
ロ・アセットオーナー・アライアンス」に加盟

運用ポートフォリオのGHG排出実質ゼロを目指し、気候変動対応を責任投資における最重要課題と位置づけ

5
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2021年度 責任投資の取組方針－２



TCFD開示における課題について(2020Status Reportより抜粋）
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事業としての戦略及びKPIの
開示、財務への影響等につい
ての情報開示の充実が求めら
れている



生命保険協会の取り組み （SR報告書2021より抜粋）
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出典：
https://www.seiho.or.jp/data/publication/
sr/pdf/2021sr.pdf



【最後に】日本企業への期待

気候変動対応は待ったなし

気候変動対応は、成長へのチャンス

気候変動対応に関する情報開示の更なる充実
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ご清聴ありがとうございました

※本資料は、第一生命保険株式会社がお客さまへの情報提供のみを目的として作成したものであり、投資勧誘を目的としたもの
ではありません。ここに記載された内容は、作成時点で、第一生命保険株式会社が信ずるに足ると判断した情報に基づくもので
すが、その正確性、完全性に対する責任は負いません。
作成日以降の市場や経済情勢の状況に起因し、ここに記載された内容は妥当でなくなる場合もあります。また内容については
予告なく変更されることもありますので、参考資料としてのみご使用いただき、お客さまの判断に際しては、お客さまご自身で事実
を確認頂くようお願いいたします。


